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職員自書2008の発行にあたって

　現在、杉並区では、約3900名の正規職員が区民の暮らしと生活に関わる

様々な分野一で仕事をしています。しかし、その現状は職員も含めてあまり知ら

れていないのが実情です。そ一ごて、区では、職員の現状を区民の皆様だけでな

く職員自身にも知ってもらうことを目的に、平成13年から職員自書を発行し

てきました。

　一方、国において、平成16年に地方公務員法が改正され、人事行政の運営

等の状況の公表に関する事項が定められました。区においても、自治基本条例

の趣旨、そして改正された地方公務員法の規定に基づいて、平成17年3月に、

「杉並区入事行政の運営等の状況の公表に関する条例」を制定し、人事行政の

より一層の公正な運営と透明性の向上を図ることとしました。

　r職員白書』は、平成17年から、これまでの白書の内容に新たな項目を追

加し、また、地方公務員法に規定する人事委員会からの業務の状況の報告をあ

わせて冊子形式にまとめることで、条例に基づく人事行政の運営等の状況の公

表を行うものとして発行し一ています。

　職員白書の発行も今回の『職員白書2b08』で7回日となりました。

　今後も皆様のご意見などをお寄せいただき、よりわかりやすい白書にし一でい

きたいと思いま一す。

　どうぞ皆様のご理解とご協力をよろしくお願い申し」＝げます。

平成20年。12月

杉並．区長
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1　職員の勤務条件をめぐる最近の動き

1　人事制度の改善

（1）育児短時間勤務制度の導入（20年度）

　職員が育児と仕事の一・層の両立を図ることができるよう、小学校就学前の子・を

養育するために、希望する勤務形態で勤務できる育児短時間勤務制度を導入しま

　した。

（2）統括部長職の設置（20年度）

　各部が自律性を発揮し、主体的な事業展開を行・っている中、・その執行責任者と1

しての職責を明確にするため、統括部長職を設置しました。

（3）勤勉手当の成績率の導入（20年度）

　勤務成績に応じたメリハリのある給与制度とするため、管理職員のみに実施し

ていた勤勉手当の成績率について、一・般職員についても平成20年6月支給分か

ら導入しました。

（4）新しい評価制度の実施（｝9年度）

　職員のより効果的な人材育成、能力開発を実現するとともに、職員の業績・能

力等に応じた職員の処遇を適正に行うため、新しい評価制度を実施しました。こ

の評定結果に基づいて、翌年度の昇給号数や勤勉手当の支給額を決定することと

し、また、透明性を確保するため、評定結果の本人開示・苦情処理の制度を導入

しました。

（5）昇給制度の改善（18年度）

　勤務実績をきめ細かく反映さ・せるため、従来の号給を4分割にするとともに、

普通昇給と特別昇給を統合し、勤務成績に応じた5段階の昇給区分とし、昇給時

期につい一でも18年度から4月1日に統一・しました。また、最高号給を超えて

昇給する枠外昇給も廃止しました。

（6）一・般職の任期付職員制度の実施（18年度）

　公務の能率的運営を確保するため、専門的な知識経験を有する者一を、そめ知識

経験が必要とされる業務期商に限って採用する任期付職員制度を実施し、18年

4月には、管理職1名を採用しました。

・1一



（7）特殊勤務手当の一・部廃止（ユ8年度）

　不規則勤務手当のうち、土・日・年末年始の勤務に係る手当の廃止を、ユ8年

4月から実施しました。

（8）行政系1級職と2級職の統合（18年度）

　行政系職員の職務の級のう一ち、1級と2級につい’て、職責の違いが明確でなく、

区分する意義が薄れ一ていることから、統合し1級職と1し、18年4月から全体と

して1級から9級までの体系に改めました。

（9）子育て支援に係る休暇の充実（17年度）

　妊娠初期休暇の母体保護休暇への変更、出産支援休日葭の日数増など、職員の子

育て支援に係る休暇を、17年11月から充実さ・せました。

（1O）技能系人事制度の改善（ユ7年度）

　技能系職員の能力と業績に応じた処遇の徹底を図るため、技能系職員について

律4層制の職級構成とし、これに合わ二せた4級構成の給料表を適用するなどの技

能系人事制度の改善を行い、17年4月から実施しました。同時に、業務員制度

は現員がなくなりしだい廃止することとしました。

（11）技能主任職昇任選考の実施（16年度）

　技能系職場における職員の指導育成を行い、現場作業におけるリーダーとなる

技能主任を配置するた一め、16年度から技能主任職昇任選考を実施し、ユ7年4

月から技能系職場に技能主任を配置しています。業務系についても、17年7月

から同様の取扱いとなりました。

（ユ2）職員の再任用の実施（16年度）

　再雇用職員一では配置が困難な職種やポストーに酉己置するため、ユ6年度から、定

年退職した職員の再任用を実施しています。

（13）経験者一採用試験の実施（16年度）

　民間企業一での有用な職務経験を有する人材を活用するため、経験者一採用試験を

16年度から特別区人事委員会にて実施し、杉並区では20年度、一・般事務2名

の職員を採用しました。

（14）異職種交流の実施（15年度）

　福祉職などの専門職を事務系職場に配置する異職種交流の試行を15年度か

ら実施し一ています。今後、試行の効果を検証したうえで本格実施します。

・2・



（15）主査の昇任待機期間の短縮（i5年度）

　14年度の一定期異動の際、主査から係長・担当係長への昇任待機期問は、ほと

んどの職種で7～8年一でした。待機期間の長期化は職員の活力の低下一を招きかね

ないため、15年度の定期異動から、人員増を伴わない課務担当係長ポストの増

などの工夫により、待機期間の短縮を図・っています。

（1g）名誉昇・絵の改善（15年度）

　対象者にほぼ一・律に支給一する運用となっていた退職時の名誉昇給につい一では、

区民の理解を得ることは困難一であると判断し、15年12月末で廃止しました。

（17）一・般職員人事異動基準の．見直し（14年度）

　14年度に事務系職員の異動基準を改善し、15年度の定期異動から適用しま

した。15年度には建築、機械、電気の技術系職員の異動基準を改善し、16年

度の定期異動から適用しました。これにより、計画的なジョブ・口・一テーション

の確立を図っています。

（18）複線型口・一テ・一ションの導入（14年度）

　税やI　T、福祉など、特定分野のスペシャリストを育成する専門事務職の導入

については、事務系職員の勤務年限が5年に短縮されたことに伴い、その必要性

を引き続き検証していきます。

（19）職位に応じた役割の明確化と名称の改善（14年度）

　14年度から、総括係長のうち名・課の庶務担当係長を課長代理に、課務担当主

査を担当係長に、名称等を改正し、役割の明確化を図りました。

（20）降任制度の創設（13年度）

　本人からの降任申出があった場合、降任等審査委員会の審査を経て、降任する

ことが認められる降任制度を13年度に創設し、14年度の定期異動から実施し

一ています。14年度以降、20年度の定期異動までに22名が降任しました。内

訳は、課長級から係長級への降任が2名、係長級から主任主事への降任が20名

と1なっでいます。

2　私のチャレンジプランの導入

　部、課、係を単位として組織目標を設定し、目標の達成にむけて、職員一・人ひと

りが自分の仕事への取組みや職務遂行に必要な能力開発の目標につい’て考え、チャ

レンジするr職員チャレンジ目標制度」を15年度に試行し、16年度から本格実

施しています。平成19年度からは、組織目標との連携を更に増し、人材育成の視

点を重視した「私のチャレンジブラン」として、新たな制度をスタートさ一せました。

・3・



3　職員の能力開発

　「杉並区の職員は杉並区で育一てる」ことを基本に、区独自の人材育成を推進する

ために、能力開発体系を整備し、キャリア開発・職場内研修支援・民間との共同開

発による職場外研修・派遣研修などをすすめています。

4　職員の健康管理・メンタルヘルス

（1）心の健康づくり計画（18年度）

　職員の．こころの健康が保たれるよう、予防から発症・治癒後の職場復帰までを

体系的に整理した「職員の心の健康づくり」を冊子にまとめました。これ．により、

職員の心のケアを実施します。

（2）各職場との連携

　心の健康問題を抱え一でいる職員と職場の上司・主治医ζの連携を図り・職場復

帰への支援を実施するとともに、復帰後には心理カウンセラー・のフォロ・一面接を

実施し’ています。

（3）ストレス診断の実施

　メンタルヘルスの不調を深刻化・長期化させないためには、早期発見が重要で

す。職員自身がストレスに気づくために、全職員を対象と1したストレス診断を実

施しました。

5　その他

（1）庶務事務システムの構築

　　r杉並区清報化アクションプラン」に基づき、各課における庶務事務を軽減し、

職員が本来業務に専念できる環境を整備す季ため、I　Cカ・一ドを使用した庶務事

務システムを構築し、19年度から稼動しています。

（2）職員の子・育’て支援行動計・画の推進

　r次世代育成支援対策推進法」に基づき、子育てを行・う職員の仕事と子育一てと1

の両立を支援する勤務環境の整備を図るため、同法に規定された特定事業主行動

計画として、r杉並区役所職員の子育一亡支援行動計・画」を17年王月に策定しま

した。今後、計・画の推進組織を設置し、勤務環境の整備に努めます。

・4・
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第1章 職員

1　区職員の配置の現状

　平成20年4月1日現在の職員数は、3，868人です。（特別職、一臨時職貫を除く。）

部別の配置状況は、保健福祉部が1，858人と一最も多く、あとは教育委員会（学校も含

む）、区民生活部、環境清掃部、都市整備部、政策経営部のj一厘にな・っています

各部局配置職員一覧
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2　職員数の推移

　職員数は、昭和40年4月の福祉事務所等の都からめ大幅な事務移管、部制の施行、

昭和50年4月の都の配属職員制度廃止、保健所事務の移管等、人口増による行政需要

の拡大によリ増加してきました。

　昭和60年に行財政改革に取り組んで以降、職員数は昭和59年をピークに減少傾向

にありますが、平成12年度は、清掃事業移管に伴い都の清掃職員347名が派遣された

ため、291名の増となっています。「スマートすぎなみ計画」（10隼閻で1，OOO名の人

員削減を目標）策定後、8年間で848名削減し、平成20年4月1日では3，868人にな
りました。
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3　年齢別職員数

　職員の平均年齢は年々高くなっており、この5年でO，5歳高くなっています。

これは、行財政改草による新規採用の抑制、退職不補充などによるものです。

　年・齢
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　　　　　　16

職員の平均年齢の推移（各年4．．1現在）
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18　　　　　　19
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※特別職等を除く。

　1目　　　　　　．　19　　　　　　　　20

図40歳以上｛9歳」以下．．■50塵以よ一

・8・



○年齢別に見ると43歳から59歳にかけて120名を超える大きな山があり、特に、

　いわゆる団塊の世代を合む58歳の層が130名を、中堅の47歳・48歳の層は、160名

を超え．ています。

O　一方、10代の職員は2名、25歳以†の若手職員は161名（4．16％）となっています。

年齢別職員数
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4　職種別職員数

　区の職員を職種別で見ると、職員総数3，868人のうち、事務系が1，608人（42％）、

福祉系が1，049人（27％）、技能系が691人（18％）、一般技術系が269人（7％）、

医療技術系が171人（4％）となっています。

職種別職員数

平成20年。4月1日現在

　　　　　　用務
　　　　　　醐

　　　　5盟

　　作業I
　　　1盟　警備
　　1冊

電気そω他

　柵
衛生監視　　　　建築

　土木造園
　　珊

福祉その他

　醐

【ひとくちメモ　一職員の区内居住率はどのくらい一】

　職員全体では、70％の職員が区外から通っています。

　職種別に見ると、事務系で72，6％、一般技術系で77，5％の職員が区外に居住

していま九逆に区内の居住率が高いのは、保育士で、保育士の38，4％が区内に
居住しています。

・10・



5　識層別職員数の推移

　区の職員を識層別で見ると、近年、新規採用職貫が減少する中で、主任主事以上

の職員が・60％を超えています。

　平成20年4月1日での礫層別の割合は、管理職106人（2．8％）、係長級778人
（20．9％）、主任主事1，584人（42．6％）、一般職員1，252人（33．7％）となっています。

識層別職員数の推移

100　　　　101　　　　100　　　　目フ

。各年。4月1日現在

105　　　106

14　　　15　　　16　　　17　　　18　　　19　　　20

※特別職、派遣職員、休職者等を除く。

【ひとくちメモ　一男女別では…一】

　平成20年4月1日現在で見ると、性別では、男性職員45．7％、女性職
員54．3％となっています。

　職種別で見ると、事務系では、男性職員が55．9％となリ過半数を超えて

いますが、保育士を含んだ福祉系では女性職員が88．4％、医療技術系では．

87．7％と多くなっています。

　識層別で見ると、女性職員。の割合は一般職員53．4％、主任級64．3％、

係長級35．1％、管理職15．8％とな・っています。

・11・



第2章 採用、昇任、処分、退職

1　採用

厳しい社会経済情勢や行政改革に伴う定数削減を反映し、職員の採用数は、平成2

0年度には、平成7年度の半数以下となっています。

○・・事務系の採用者は、平成7年度の47名に対し、平成20年度は23名に減少して

　います。

職員採用数の推移（全体）
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フ年 日年　　9年 10年　　　11年　　　1里年　　　1ヨ年　　　1一年　　　掴年　　　1豊年　　　1フ年　　　1昌年　　　1日年　　　呈O年

職員採用数の推移（全体）

新規採用職員の内訳　　　　　　　平成20年11月1目現在

7年 8年 9年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年

事務系 47 38 23 18 28 15 1 11 17 24 21 20 20 23

R2福祉系 45 32 38 35 26 31 34 30 25 15 22 4 19

一般技術系 9 3 6 5 4 お 2 2 6 15 9 1 7 6

医療技術系一 10 11 16 9 6 6 9 3 3 4 6 8 5 3

技能喋務系 40 38 2フ 34 19 15 12 1 0 O o o o o

合計 i51 122 110 101 83 73 5ε 47 55 58 58 33 51 64

※各年度の新規採用職員（年度途中の採用職員を含み、他区などカ・らの転入・幼稚園、小学校教論は台ま

ない）
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2昇任
　一般行政職の職員は、職務の内容に応じ1級職から9級職までに区分された職に任

用されています。上位の職に任用されることを昇任といいます。

　特に主任主事、係長職、管理職の選考には、筆記試験等の選考があります。

1級1年

2級6年。※

主任主．事

昇任選考一

！級5年

2級6年一※

総括係長職

昇任選考

羊1任主事

昇任選考
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（1）　主任主事昇任

　　○　選考対象者（有資格者）

　　　［短期］　　2級職6年以上　　50歳未満

　　　［長期A］　2級職12年以上　39歳以上56歳未満

　　　［長期B］　2級職5年以上　　55歳以上

　　○　主任主事選考（短期）の実施状況を見ると、近年は有賀楮者、受験者、合格者数

　　　は、ぽぽ横ばいの状況にあります。
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　　　1□有資格者自受験者数1＝1合格者数1

○　平成19年度の主任主事選考（短期）合格者の平均年齢は、33川 6歳です。

主任主事昇任選考（短期）合指者の平均年齢

年度 10年度11年度12年度13年度14年度

平均年齢　　35．1 34．7 33．4 33．4 33．1

15年度

32．8

16年度

32．7

η年度

33．7

18年度

33．2

19年度

33．6
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（2）係長職昇任

　○　選考対象者（有資格者）

　　　ト般］主任主事5年以上　50歳未満

　　　［長期〕　2級職15年以上うち主任主事7年以上　50歳以上58歳未満

　○　係長職昇任選考（一般）の実施状況を見ると、有賀楮者、受験者数共に減少傾向に

　　あります。
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○係長職昇任選考（一般）の合格者の平均年齢は．、上昇傾向にあります。

　　平成19年度の平均年齢は42．9歳となっています。

　　　　　　係長職昇任選考（一般）合格者の平均年齢

10年度　11年度　12年度　13年度　｛4年度　15年度　16年度　17年度　18年度　19年度

平均年齢　40．．0　　40．．8　　40，5　　40．3　　410　　41，2　　40，5　　40．g　　42，1　42．g
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主査から係長1担当係長への住用と総括係長職昇任

○　係長職及び総括係長職のポストと在職者数の関係で、主査が係長・担当係長1＝な

　るまでの平均年数は年々長期化し、平成14年度には平均7川7年にまでなっていま

　す。また、係長・担当係長への任用平均年齢もおおむね47山48歳で推移してい

　ます。このことは、若手係長として行政の最前線で力を発揮する時期が遅くなり、

係長職昇任選考合格者のモラールを下げる原因にもなっています。そこで、意欲や

能力の高い主査を早期に昇任させることができるよう、配慮しています。

○同時に総括係長職昇任者の平均年齢も上昇傾向にあります。

6．．90

11年度12年度13年度14年度15年度16年度1フ年度18年度19年度20年度
係長・担当係長

任用平均年齢
47，0　　　48．．5　　　47，8　　　48．．2　　　47．．9　　　47，9　　　45，0　　　46．．8　　　47，5　　　46．3

総括係長職昇任選考合権者数と昇任平均年齢

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年震 1フ年度 18年度． 19年度 20年度

総括係長

ｸ任者数
16 17 20 22 26 26 24 27 27 34

平均年齢 50．3 51．1 48．2 ちO．6 50．．7 51．．3 51．3 49．1 49．2 51．2
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（4）管理職選考

　○　管理職選考は、特別区人事委員会の23区統，選考で実施しています。

　○　選考対象者

　　　［1類］主任主事6年以上　55歳未満

　　　［l1類］総括係長1年以上　47歳以上56歳未満

　○杉並区は、女性合格者が地区と比べても少ないのが実情です。

　　　　　　　　　　　　　杉並区の管理職選考合格者

1類 n類 計：うち女性合格者

平成10年 　8
i事務8）
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i事務1）

9　　1　　2　　　　…
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6　1　1　　　　≡

平成12年
　　　　6
i事務5、技術1111）
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i事務1） 7　　1　1

平成13年 　3
i事務3）

o
3　1　0

平成14年
　　　　4
i事務2、技術11、
@　　　技術1111）

　2
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i技術1）

平成15年 　3
i事務3）

　1
i技術1） 4　　1　　1

平成16年 　3
i事務3）

　1
i技術1） 4　1　1

平成π隼
　　　　4
i事務3、技術1111）

　3
i事務3） 7　1　0

平成18年
　　　　4
i事務3、技術一111）

　2
i事務2） 6　1　1

平成19年
　5
i事務5）

　4
i事務3）

i技術1）
g　　1　　l
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3　処　分

法令違反などの一定の義務違反があった場合、職員は懲戒処分を受け、道義的責
任が問われます。

　職員一人ひとりが、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務すべき責務を有

していることを一強く自覚する必要があります。

○　地方公務貫法は、懲戒処分として免職、停職、減給、戒告の4種類を定めていま

　　す。

○　平成13年から、杉並区では「職員の懲戒処分等の公表基準」について定めてお

　　り、職員の懲戒処分等を行った場合に公表しています。

懲戒処分の概要

処分の内容

戒告

滅．給

停職1か月

　未満

停職1か月

　以上
　　3か月

　未満

免職

15年度 16年度

　　　　　　5名（公務中
　　　　　　の交通事故
　　　　　　1名、投票用
1名（公務中
　　　　　　紙の誤交付
の交通事故）
　　　　　　2名、個人情
　　　　　　鞭の紛失2
　　　　　　名）

1名（私事欠　1名（職務専

勤）　　　　念義務違反）

17年度

1名（通勤途
．上の交通事
故）

18年度

1名（私事欠
勤）

19年度

4名（公務中
の交通事故、

痴漢、飲酒上

の暴行2名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2名（私事欠
2名（無許可　1・名（私事欠　1名（私事欠　1名（私事欠　勤、戸籍の附

の兼業2名）　勤）　　　　勤）　　　　勤）　　　　票の写し．の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　不正交付）

1名（ひき逃
げ）

計 4名 7名 2名 2名 7名

※r職員の懲戒処分等の公表基準」制定以降、平成19年度末までに懲戒処分を受けた

　人数

・18・



4　退　職

退職は、定年退職とその他の退職（定年前の勧奨退職と普通退職に区分）に分け

られます。

今後、10年間の定年退職者の見込みは、約1，200人になります。＝これに普通・

勧奨退職者（見込み）を加えると約1，500人の退職が見込まれます。

○　過去9年間の退職者数

11年度

13年度

19年度

37
斗

38・　203

　200

※普通退職には死亡退職を含む。

※年度中途退職者を含みます。
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○　今後10年間の定年退職者数の見込み

11・

・20・



第3　勤務条件

1　勤務時間

職員の勤務時間は、杉並区職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例に基づい

て、1週剛二40時間（1日8時間）と定められています。（職務内容によっては、
割リ振リが異なる場合があります。）

2　年次有給休暇

区職員には条例に基づき一、1年に20日間の有給休暇が与えられています。（23

区すべてに共通しています。）休暇は、職務に支障がないときは、一時間単位での取

得が可能です。

○年次有給休暇の取得状況

　休暇を取得する理由は様々ですが、毎年平均して15川16日程度、取得をして

います。

16．．5

16

15．5

15

14．．5

14

13．．5

3　特別休暇等

職員には公民権行使や結婚、出産その他の特別な事由によって、勤務しないこと

が相一当である場合、その理由に相応した休暇があり、これを特別休暇と呼んでいま

す。また疾病、負傷の療養や家族介護のために、病気休暇、介護休暇という制度も

あります。
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4　育児休暇

平成15牟に、次の社会を担う子どもが健やかに生まれ、育成される社会を形成
するため、「次世代育成支援対策推進法」が制定されました。杉並区においても、

法の趣旨に基づき、事業主としての立場から、平成17年1月に、r杉並区役所職
員の子育て支援行動計画」を策定し、職員の子育て支援1＝取リ組んでいます。

○　育克休業は、子を養育する職員の継続的な勤務を促進することを目的とした制度

　　です。常勤職員が3歳に満たない子を養育している場合、その子が3歳に達する

　　までの期間取得することができる屯のです。（平成14年4月に、育児休業法の

　　改正に伴い、対象となる子の年齢が1歳から3歳に引き上げられました。）ただ

　　し、育児休業終了後も引き続き勤務する意志のある職員が対象となります。

○　近年は、男性職員も取得しておりますが、まだまだ男性が取得しやすい環境とは

　　言い難い状況です。

61男性取得者

口女性取得者
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第4　職員の給与と人件費

1　区職員の給与決定のしくみ

　区の一般職員の給与は、23区が共同で設置した特別区人事委員会が・毎年、民間

従業員の給与実態を調査し、区職員と民間従業員との給与の較差を明らかにしたうえ

で、その較差をなくし民間給与の実態と合うように給与の是正を勧告します。

　この勧告を受けて、区は給与に関する条例案をつくり、議会での審議を経て、一般

職員の給与を決定しています。

○　平成19年度の職員給与は、民間給与とほぼ均衡しているため、給与改定を見送リま

　した。しかし、勤勉手当については、O．05月分引上げる旨の勧告により、給与条例の

改定が行われました。（公民較差　O．07月分）

2　区職員の給与（平成19年度一般会計決算、退職手当を除く）

職貫一人あたり人件費
単位＝千円〕

給料 職員手当等 退職手当を 給与費 退職手当を 共済費 人件費 退職手当を

人数 除く職員手当 除く給与費 除く人件費

（A〕 ｛巳〕 うち退職手当｛o〕 くB〕一（C〕 （A〕十（劃＝（D〕 （O）ぺC〕 （E〕 （D）十（E）＝（F） （F〕一（O〕

一般職員 3η5 15，舶3τ46 16232．辮5 42石2．呂呂4 11，069．501 32116131 2τ．宮53247 4．叩50昌S 3τ．091島20 32．駆呂036

人件費

以あた4 42醐 4〃 〃〃 〃刀 岳5口 z〃 ’，〃 蝸2 召粥

※再任用職員除く

一・ ﾊ職員1人あたりの 一・ ﾊ的にいう
職員給与。費 一般職員1人あたりの

人件費

○　上記の表で見るように、区職員の平均給与は年額約738万円です。

　ただし、人件費ということでみると、これに共済費、退職手当が加わります。

　　共済費を含めて計算すると1人あたりの人件費は約870万円、また退職手当も含め

　ると1人卒たり約983万円となります。
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3　識層別給与、職種別給与

区職員の給与の実際はどのようになっているのでしょうか。

平成19年度の実績をもとに識層別、職種別の平均給与の実際を紹介します。

（1）識層別平均給与額（平成19．年度実績）

　　職層別にみると一般主事が約510万円、主任主事が約750万円、係長級が約880万円、

　　管理職が約1，170万円、技能業務系主事が約700万円となっています。

平成1－9年度識層別年聞平均給与額 （単位：円）

識層名 職員数 給料 地域手当 扶養手当 期末勤勉手当 その他手当 合計

部長級 32 6，211，891 1，055，878 139，443 3，747，909 1，975，078 13，130．199

管
統括課長級 1フ 5，769，113 955，507 167，965 3，287．020 1，538，424 11，718，029

理

職 課長級 55 5，373．188 8811295 165，441 2，902，212
115761003

10，898，139

管理職小計 柵4 5，697，831 94フ、525 15フ，809 3，22フ、194 一川、フ2量，刀．丁．

総括係長級 187 5，276，446 719．ηO 107，624 2，511．973 863．359 9，479，172

係
係長 295 4，998，467 683．114 109，898 2，303，723 843，684 自．938，886

長

級 係内主査 288 4，679，230 639．576 105，121 2．1461020 763，892 8，333．839

係長級小計 770 4，945．676 675．609 107，536 2，294，921 818，470 8．8421212

主任主事 1，460 4，389，443 594．810 60，190 1，9η，821 497，731 7，519，995

2級職 595 3，114．907 420，432 31，520
1，343，632　u　u 399，827　　■ 5，310．318

R．6841098

一般主事

1級職 106 2，202，476 295．O02 3，392 869，789 313，439

一般主事小計 701 2．9η，306 401，515 27．271 1，272．141 386．812 5，065，044

技能・業務系主事 759
4，027，170 554．167 118，024 1，786，592 554，670 7，040，623

総計 3．794 4，205，1η 5η，117 77，989 1，908．100 586，799 7．3551122

※職員数は12か月の平均職員数。

※国保会計職員を含み、教諭を一含まない。

（2）職種別年聞平均給与額、人件費（平成19年度実績）

　　睡種別の年聞平均給与額と人件費は下記のとおりです。

平成19年度職種別平均給与額と平均人件費 （単位1円）

職種 職員数 平均給与額 共済費 平均人件費

事務系 1，575 7，723，493 1，359，605 9，083，098

福祉系 1，034 6，900．247 1，261，941 8，162，188

一般技術系　　　o 7，863．916 1，382，998 9，246，914258

P68
』　　　　　　一 一　　　　」　　1　　　　一 一　…　I

医療技術系 7，338．434 1，302，357 8，640，791

■　I
…　　■　■　■ ⊥　　　　　　I　■　■

技能・業務系 759 7，040，623 1，255，999 8，296．622

合計 3，794 7，355，122 1，311，330 8，666．452

※職員数1ま12か月の平均職員数。

※国保会計職貫を含み、教諭を含まない。
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4　ラスパイレス指数

　ラ。スパイレス指数とは、国家公務貫の給料を100とした場合の地方公共団

体職員の給料水準を指数で示したものです。

平成19年度の区職員のラスパイレス指数は、23区平均より若干高めとな

リました。

　また、地域手当補正後ラスパイレス指数は、101，3でした。

※地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味して比較した指数で

す。

ラスパイレス指数

105．0

104．0

103．0

1020

指1010
数

100．．O

99．o

98．，O

97．．O

TO百14一一L一一一」一I■一1一一一一一」」’■一■一一一一一一一」一一一一一一一一一’0一一一一一一一一一一一■一一一一一

．、．．．

ﾙ？．、1哩．．1μ亙止．．．．．．」P2土。．．．．．．．、。．．．．．．．．」．．．．．

1032　　　　　　　　　　＝≡ミ＝　　　　　　　　　1022　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1022

面一
Q一”一点一恵、一恵1一一一一一一一一一一一一jll〃各一

　　　　　　100フ　．．．．．　100．6　　　　　　　　　101－9
■■一一一一一■一一…一一一■一 P005一■一一一一一一」 嚊u1■一一6δ…」166喜一1胴」■■一一一一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　100．2　　　1001

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　98．5

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　97998－O㈱ノ

10　　　11　　　12　　　13　　　14　　　15　　　16　　　17　　　18　　　19

　　　　　　　　　　名・年4月1日現在

　　　　　　　　　冊23匡幸均十全地方公共団体不可1
．．．．．一．＿」

10．4．1 11．41 12．4．1 134．．1 14．41 154．1 16．4．1 17．4．．1 13．4．i 194．i

杉並区 103．4 103．O 102．6 1025 102．2 102．4 100．2 1001 101．7 1022

23区平均 103．2 102．9 102．6
1023

102．1 1021 100．3 1003 101．4 1019

全地方公共団体平均 101．3 101．2 100フ
1005

100．6 100．1 97．9 9畠．o 980 9呂5
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5　人件費の抑制

　人件費についてほ、職員数は削減していますが、金額及び歳出全体に占める

割合（人件費比率）は、高いレベルで推移しています。

　職員定数の削減など1二より職員数が減っても、退職手当の増加により人件費

が伸びる結果になることもあります。また、人件費総額が減っても区全体の歳

出総額が減．ると、人件費比率が上昇することもあります。

　人件費抑制のため、よリー層の内部努力を行うことが求められています。

0　10年間の職員数の推移

「　人　　…

4，700

4，400

4，100

3，800

3，500

職員数の増減

4，7て6
．、4．，608．．

4，491

4，425 4．379
4，259

■ 一　　　一　　　　　一　　　　　一　　　　　一　　　　　一　　　　　一　　　　　一　　　一　　　　　I　　　o　　　■　　　■　　　一　　　一　　　　　一　　　　　一　　　　　一　　　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　皿　　　■　　　　　I　　　一　　　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一　　　一

4，168
4，049

」 1　　　　　一　　　　　■ 0　　　　　■　　　　　I

3，971．．．．．．．

3，868

一　　　　■ 一　一　一　　＝＝ 1　　　　　I　　　　　一 一

」∵■

　　　11　　　12　　　13　　　14　　　15　　　16　　　17　　　18　　　19　　　20

　　　　　　　　　　　　　年度（4月1白現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※12年度1＝清掃職員が347名加わる

人件費総額及ぴ人件費比率の推移

入．件費総額及び人件費比率の推移

　　　　　　　33．3

’一 怐E。．．．
　　　一◆．。27－1　26．1I・・◆・一．

　　　　　　　24．1

　　　10　　　　11　　　　12　　　　13　　　　14．　　　15　　　　16　　　　17　　　　18

　　　　　　ミ［＝＝コ退職手当除く人件費　　圏退職手当
　　　　　　1二一■一一人件費比率｛杉並区）　・・◆・・人件費比率（23区平均）

※普通会計一決算による。

19

　％
350

30，0

25，0

20，0

15，0

10．0

5．．O

O．O
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第5　健康管理

1　所属別定期健康診断受診状況

区職員の定期健康診断の過去5年間の実績を示したものです。

近年の健康志向に伴い受診率は向上し、高水準で定着しています。

所属別定期健康診断受診率について（5年間5

　　　　　　　　　　　　　　　　平成20年3月31日現在

部名 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度

政策経営部 90．．2％ 92．O％ 94．．1％ 90．．9％ 94．．O％

区長室 89．．8％ 92．9％ 80．4％ 87．．9％ 91．．8％

危機管理室 78．．9％ 85．O％ 82．．6％ 100．．O％ 95．．8％

区民生活部 90．．O％ 92．3％ 89．．8％ 92．．1％ 91．．1％

保健福祉部 92．．1％ 93．2％ 92．9％ 93．．5％ 92．．9％

都市整備部 90．．1％ 91．9％ 91．．8％ 90．．9％ 90．．5％

環境清掃部 93．．4％ 90．9％ 90．8％ 93．．2％ 98．．7％

清掃派遣 91．．3％ 98．．3％ 97．1％ 97．．5％ 98．1％

教育委員会

末ｱ局
87．．3％ 85．．8％ 8フ．8％ 84．8％ 91．O％

行政委員会 88．5％ 95．．O％ 96．4％ 96．6％ 100．O％

学校 82．6％ 刀．．8％ 91．．5％ 90．3％ 87．．4％

定期健康診断受診率（全体）

　　　　　　　　　　　　　　　　　92一。7　　92．．5
　　　　　　　　　　　92．．1

90－7　91－O　＿＿＿肝一二卜一→
　　　　　　　　一

15年度　　16年度 η年度　　18年度 19年度
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2　長期病気休暇取得者数、休職者数

過去5隼聞の推移を示したものです。

心療系疾患による数が取得者の申で一定の数値を占めています。

平成

r晦

　　　　虫熟

　平成19年度疾病別内訳

　　そ畔

蛆㈱斗系　1

　　　　　　　　64暁

珊
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3　職員健康相談室利用状況

　平成18年度から職場復帰訓練制度の開始により、相談件数は増加しています。ま

た、平成19年度は、ストレス診断を実施し産業医の指示による面接を実施するなど、

相談体制の充実を図っています。

16年度

　　」旧死園女性6男麦呑葡1
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第6　職員の福祉・共済・・公務災害補償制度

　地方公務貫法（第41条）は、職貫一人ひとりが安心して職務に精励できるよう経済的、

文化的にも生活の充実を図るために、職員の福祉が保護されています。

　また、職員の厚生福利制度では、厚生制度（地方公務員法（以下「地公法」という。）

第42条）、共済制度（地公法第43条）、公務災害補償制度（地公法第45条）について定

めています。

　共済制度や公務災害補償制度などのように、特別法により事業内容が定められている一

ものをr法定厚生福利」、地公法第42条に基づき実施するものをr法定外厚生福利」と

よんでいます。

　現行の特別区の厚生福利制度は、次のとおりです。

　　　　法定厚生共済制度τ幾；薫：合

　　　　福禾■1制度

元気回復 特別区職員文化体育会

その他

互助事業

職員住宅

特別区職員互助組合

各区職員互助会

職員健康相談

その他

1　厚生制度

　職員の健康保持・増進、生活福祉の向上を図ることは、職員の勤労意欲や能率的な公

務運営を確保する上で大きな役割を担っています。地公法第42条では、厚生制度につ

いて規定し、その自主的な実施については地方公共団体に義務づけており、これに基づ

いて、杉並区及び特別区では、条例により互助会組織を設置し各種事業を実施していま

す。

　なお、福利厚生事業のあり方について、区民やマスコミ等からの厳しい指摘を受けて

いる現在、各団体においては、事業運営や事業内容の見直しを行っています。
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（1）　杉並区職員互助会

　　　杉並区に勤務する常勤職員とこれに準ずる職員（特別会員）が会員として加入し、

　　会費（給料月額の3．5／1，OOO）と区からの助成交付金（事業主負担）により運営さ

　　れています。

　　　主な事業内容は、カフェテリアプラン事業（宿泊補助、各種生涯学習補助など）、

　　文化活動補助事業（文化・体育サークル活動などへの助成・補助）、給付事業（慶

　　弔見舞金等の給付）などで、職員の健康保持や元気回復を目的とした各種事業を実

　施しています。

　　　平成19年度の区からの助成交付金は60，087，645円で、会費と交付金の比率は

　　l11でした。会員数（平成19年4月1日現在）は、4，231人で年々減少の傾向に

　　あります。

（2）　特場一」区職員互助組合

　　23区共同の互助組織として、特別区職員互助組合が設置され、rスケールメリッ

　　トを最大限に生かした事業」として、客種保険事業、相談事業などを実施していま

　す。

　　特別区職員互助組合には、特別区と一部事務組合の職員合わせて約7万人が加入

　　し、組合費（給料月額の1川7／1，000）によリ運営されています。

2　共済制度

　　地方公務員法第43条に規定する共済制度は、地方公務員等共済組合法により、職員

が納付する掛金と地方公共団体の支出する負担金を財源として適切な絵付を行うこと

により、職員及びその被扶養者や遺族の生活の安定と福祉の向上に寄与するとともに、

公務の能率的運営に資することを目的とする制度です。区職員は、東京都職員共済組

合の組合員となり、共済事業の事業である短期給付（医療保険給付等）、長期給付（年

金給付等）、福祉事業を受けることができます。

3　公務災害補償制度

　　地方公務員の公務上の災害（負傷、疾病、障害又は死亡）又は、通勤による災害に

対する補償については、地方公務員災害補償法に基づき、すべての地方公務員につい

て統一的に実施されています。具体的には、地方公務員災害補償基金が地方公共団体

に代わって公務災害補償を行っています。
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公務災害認定件数（平成20年3月末日現在〕

！80

170

160

50

40

30
120

16年度 17年度　　　18年度 19年度

4　その他の厚生制度

（1）　職員の被服貸与

　　　職務上、必要とする職員（給食調理、清掃職員等）に対して、被服の種類や貸与

　　期間を定め貸与しています。

（2）　職員住宅の管理

　　職員住宅は、主に独身寮で貸与を受けることが必要な職則こ、貸与期間、使用料

　等を定め貸与しています。

　　なお、平成14隼に開設した防災住宅（成田東4丁目）ほ、災害対策要員に従事す

　るこ仁を入居要件とした住宅です。

（職員住宅の概要）

名称及び種別 規　模 月額基本使用料 貸与期間 備　考

久我山東保
久我山寮 12室 4，700円～ 5年 育園併設

（女子独身寮） 5，400円

管理人室 中瀬保育園
中瀬寮 一1室 管理人室　39，200円 管理人室10年 併設
（女子独身寮） 単身者用 単身者　　22，m円 単身者　　5・年

24室
管理人室

防災住宅 1室 管理人室　76，600円 管理人室10年
（男子独身寮） 単身者用 単身者　　25，100円 単身者　　5年

19室

［平成20年4月1日現在コ
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第7　職員の能力開発と勤務評定

　　　「杉並区の職員は杉並．区で育てる」ことを基本に、区独自の人材育成を推進するため

　に、能力開発体系を整備し、キャリア開発・職場内研修支援・民間との共同開発による

　職場外研修・派遣研修などをすすめています。

1　研修受講回数および受講者数

○杉並区職員の平成15年度から19年度までの「研修受講回数および受講者数（延べ）」

　の実績は、下記のとおりです

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

200回 180回 195回 207回 2台3回
杉並区研修

■■■■■　　■　　’　　■■■I　■■　一1　　一　　一　　一一　一　一　　一一　　■　一■　　一■■一　■　■■一 一■　　■　一．　　■■■’　■　　■一　■　　■一　■■　一一　■一　一一　　一　一■　　一　一一　　■　一一 一　■■　■■　　■　一I　　■　　’　　一■■一　■　■■一　■■　一■　　一　一一　　一一　一　一　■■一　■ 一　・・一■　・・’　　一I・　一一　　■■　一一一　一一．一一■■一■■■一■■一
。　一I　　一。　一　　　。。一　。。　一一　　■　一■　　一■■一　　　■■’　■■　■’　　■　一一　　■　一

への参カロ

4，809名 6，747名 3，953名 2，818名 4，077名

209回 210回 198回 197回 66回
特別区研修

。一■　。一　一一　一一一　一　一一　一一　　一一一一　一一■■．　一　■一一　■■　一一　　　　　一　　一■■． 一■　。一　一一　　一一一I　一■。一一　一　。一一　一■　一一　■■　一一　■一　一■　■■　一．　■■　■’　I ’　■■■一一　■■　一I　　一一　I　　一一一一　一　■一一　一■■一■　　一　　一　　一一■．　　　■■一　■一 ．…　　■　一一I　一一一一一■一一一一一一一　一一■　一一■．一一　■一■■■’■■一 一　一I　一一一　I　一　一一一　■一　一一　　一一一．　一一■■一　■　■■’　■■　一一　　■　一1　　一

への参加

673名 657名 711名 642名 102名

特別区等が一 44回 42回 50回 29回 30回
行う清掃研 一　一。一　一一　一一　　一一一一　一一　一一　■一　一一　　一一一．　　　■■一　■■　一■　　一　一．　　一■■’ ■一一　■■　　一　　■　一I　一一■■一　一　一■一　一　　一一　一　■一一　■　　一一　■一　一一　■　　一一　I 一　　　■■一　■■　一一　　一　一一　　一■■■　一一■■一　一一■一■　　一　一一　　一一一．　一　一■一　一 一　■■　一．　　■　　’　　一　一’　■　■　　■一　　　■■一　■一　一■　　一一一．　一一一　一　■■　一一　■■ 一　一．　　一■■一　■一■■．　■■　■一　■■　一I　一一一■一　■　　■一　　一　一■　　一　一■　　■

修への参カ日 98名 86名 119名 82名 50名

第四ブーロツ
8回 1O回 8回 6回 6回

ク研修会が
一一　　’　■■■■．　■一　一’　　一■■’　■■　■一　■一　一一　　一一■I　一一■■一　■一　一一　　一一一一 一一一　一一　一一　■■　一■　　一一　．　　一一　一　　一■■’　　一　　’　　　■■一　■■■■一　一一■■I 一一一一一 P一一一一一一■一一一一一一．一一一一一一一一■一一一一一

@■一　　一■■一　　一■　一　■　■一一　■■　一一　　一一一　一　一一■　一　一■　一■　　■　■一　■■　■

行う第四ブ

ロック研修 97名 89名 85名 67名 53名

への参加

461回 442回 451回 439回 335回
合計 ■　一一　　一■■一一　■　　■一I　■一　　■　　　■■■　一■■一一　■一　一一　　一一一．　一一　一一　一一　一■ 一一一　　一一■．　　一一■一　■■　一■　　一　一■　　一　　’　　■　　一　　一■　’　　　　　一　　一　一I I　　一一一一　一一一。一　一一一一一　一一　一■　　一　一一　　一一一一　一一■■一　■■　一一　■■　一’　■■ ’　　一■■一　一一■■一　■■　一一　　一　一■　　一　一一　一　一一一　一　　一一　■一　一一　　一一一．　　一一 一　■一一　■■　一．　　一一一．　　一■　一　　　■■一　■■　一一　　一　一一　　一■一一　一　■■一　一　■一

5，一677名 7，579名 4，868名 3，609名 4，282名

＊特別区研修は識層研修への不参加により・平成19年度から受講者数が減少して

　います。

＊杉並区研修は、特別区研修の識層研修への不参加により、独自の職眉研修を実施

　したことと、実務基礎研修の文書研修の実施により、受講者数が増加しています。
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2　勤務評定と自己申告

（1）勤務評定

　勤務評定とは、地方公務員法第40条第1項の規定に基づき実施されるものです。

客観的かつ継続的に職員の勤務実績を把握することで、職員の指導及び監督の有効な

指針として役立てるとともに、公正かつ科学的な人事管理を行一うこと二で、職員の能力

及び職務能率の向上に資することを目的としています。杉並区では、杉並区職員勤務

評定規程に基づいて、勤務実績一 i能力、態度、業績の3つの観点）により行・っており、

人事管理に利用しています。

　管理職については、自己申告書の提出と上司からのヒヤリング実施により評定を行

う、目標管理制度が導入されており、その評定結果は、翌年度の勤勉手当の支給割合

に反映さ一世一でいます。

　また、平成20年度からは、管理職以外の一・般職員につい一でも、勤勉手当に成績率

が導入され、支給額から拠出や加算が行われるとと1もに、昇給割合にも評定結果が反

映されています。

（2）職員チャレンジ目標自己申告制度

　杉並区では、平成15年度から、係長級、一一般職員を対象として、杉並区1職員チ・ヤ

レンジ目標自己中告制度を導入しました。これは、職員が組織目標に対応した職務目

標を掲げ、目標達成に向け一て努力することにより、計画的な事業の遂行と組織目標の

達成をめざすこと、また、職務遂行に必要な能力開発や仕事の取組み方に対する目標

を掲ば、チャレンジすることにより、職員の意欲を高め、職場を基本とした組織的・

計画的な能力開発を図ることを目的にしています。平成19年度からは、職員の人材

育成により重点をおく形で制度を改正し、実施しています。
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111特別区人事委員会の業務状況の報告

地方公共団体が人事行一政の運営等の状況の公表を行う際は、地方公務員法第5

8条の2第2項の規定により、人事委員会又は公平委員会から報告される業務

の状況をあわせて公表することとされ一ています。

　この項一では、23区が共同で設置し一でいる特別区1人事委員会から報告された

業務の状況を掲載しています。
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　　　　　　　　　　　　　　　平成工9年産の業務状況の報告

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特別

ユ　職員の競争試験及び選考の状況
　（工）採用試験等

　　平成19年度における採用試験等については、以下のとおり実施した白
ア　受験資格等

区　人專委　員会

免許

皿

類

身一

陣

注
】．

経
験
者
2

級

経
験
者
3

紙

その他

事務

土木造園（土木）

土木造園（造園）

建築

22歳以上
28歳未満

機械

電気

福祉

衛生監揚（衛生）

衛生監視（化学）

　　　　社会福祉土、児童指導
　　　　員また．は保育＝土となる

　　　　資格を有し、都道府県
　　　　知事の登録を受けてい
22歳以上
　　　　る者
30歳未満＿一

　　　　食品衛生監視眞及び
　　　　環境衛生監混員

・活字印扇蚊による出題に対応でき一る人。

ただし、事務については一歳字による出題に
対応一できる人も受験できる、

・22歳未溝の者で学校教育法に基づく大学
（短期大学を除く。）を卒業した人、また

は、こ1杓と同等の資格があると人事委員会

が認める久

保健師 22以　保健師
40歳未満

事務
i8歳以上

2臓未満
活字印刷文による出題に対応できる人

事務

事務

土木遣園（土木）
28歳以上
32歳未満

建築

・身体障害者手懐の交付を受けて一い号人

・特別区の区域内に住所を有する人．
一・ {カ通勤ができ、かつ介護老・なしに職務遂行が可能な人
・通常の勤務時間に対応できる人
・活字印刷文による出題に対応できる人

従民
事藺
歴等

4で
年・の

以業
上務

事務

土木造園く土木）

建築

機械

電気

32歳以上

37歳未満

・従民

事間
歴等

8で
年の
以業
．上務

当該職種に関係
する業務に従事

当該職種に麗係
する業務に従事

活字印刷文による出題に対応できる人

泣11身体障害者を対象とする裸馬選考の略



』　　　］　　　1土

区．　分 1類 皿類 身障三

月＝　　　　一
禔@　　ホ 3月23日 6月12日 8月

第！次責

@（筆記）
5月6日 9用細 lo月

】　■　■

1次I験
合格発表

6則5日 卵22日 lI月

第2次試験
@（面接） 朋25日～7月18日 1o月29日、30日 11月14日

■　■

一．■

最終合格発表 8月3日 i1月ユ5日 12月

イ　日　程

1類 身障選考

3月23日 8月9目

5月6日 lo月三4日

6則5日 lI月5日

石月25日～7月18日 11月14日、29日

8月3日 12月13日



ウ　実施状況 単位：人、％

採用区分

経

験
者

｛試験区 中込者数 受験者数 最終合格者数

用区分
分）

比較 18年度
一一■芒r 1晦度 I竃年度 比較

｝9年度 ｝8年度
増△減

19年度 屑z滅 増△減

一
一？，51書

7，㈱ △彗．；
一5．呂壬τ

彗，醐 △2．1 眺4一’@　て盲暮 27．2

一
一　一

造園 4星3 3君ヨ
1o4 呂I彗

206 王罧4 1，1 1ヨ品 △123
仕木〕 ．■ 一一

I一’一’ 一　　　■’ ．　一

造園 91
■ 皆増 畠2 皆増 I畠 皆増

（造副

一 一一190
．一

築 1島3 7．I 一螂 153
△4．石 暑1

75 畠

一 ’一
肺 9審 △毘5．o 4日 　6呂一’’ △理7．9

18 ユ宮 o

I
’一■’

η 工11 △3盲、1 冊
苗畠 △20．ヨ

14 20 △畠。．o

E目ヌ
ﾚ

■■一’
一　■　■ ■

’ 一一．
■一’

2呂口 別品 呂1．ヨ
215 I5目 2室

岳 呂40

類 日 一
一衝蛋藍褐

20一 蝸9 竃1 三軍4 lu 4了．一 鉗 3昌 蝸3

■鑑皆 L一■
’

■　■

102 I46 △畠O．！ 6呂 9言 △雪9日 工I
lo △ヨ玉埋

ヒ学

保健 生島5 4則
正。．丑’一一 4里雪

一’一・

Cτ3 lo．τ
110 69 0－

T畠．4

一■一一
@旬、舳

■、

小　　計 筥．螂 o．τ 73硫 ？，2躯 L3 L枷 1，137 25言
一

■　’■@　1．472
‘凹．■’

1，85言 25．君 ＝4I5
1，o呂1一　一 30．雪 ヨ呂呂

252 1壬．3

皿

ハ　　　計
■

1，職
■．■
黶C4τ2 鮎．畠

1415 1，08亘一一 舌。．富 量鯛 舶2 14．3

類 一■一． 一

一 皆増 鍋島 ’ 皆繕
192

■I，呈I4 一 一一・　■一

皆増一

■ 一一’
｝2 土．造園 皆増

48 皆増
24

一了s ．一
皆増

級 （土）
一一一■@　　43

一一’

皆増 1邊 皆増
す里

一
建　　築 ’職 ’

皆増

一・■ ‘

昔増 τoヨ 皆増
一　’

N2寝 一
小　　言 ：．336 ■一

鐵
一■

皆増 1碗4
一者増 5工

一一●■一一一 務 1，7島 ．’
皆増

■■一
■■

一土木造園 皆増
I3

． 皆増
Io

I　■　一

（。 蠣9 ■　一　■

皆増

3 　主］）任 一」地建　　築

i．
一　一　一　一

■一一■一
■　■

皆増 宮4 皆増 註竃
■u冨 一 ．＿二
皆増

級 一■．

■一　■一
■一一

一 皆増 2宮
一 皆増

富 I
主 機

30
■

皆増
職 一　’　■　■

電・．一l 皆増
2

’ 皆増 ．9
凹

事
48 I 皆増

‘一

昔増
　工．湖一’ 皆増 11・

■
小　　計 ；，179 ＾

一
皆増

’■■

．一一 一 一 一
■　■

■・ 務 ■ 一 ■ ’
’ 一 ■　■ 一・■一　一　■

一一■■一

’
I 一 ■ ■

土木垣園。 一 ■ ＾
’ ■

（
主 ｛　）

■一

一 一 ■ ■3
建 一 一

I
任 ． 一 ■　■　■

■
級

■　’

一 ’ ’
麗一山城 一 ’ ’

主 ． 一 二’ 一職 一　’　一　■　■

一 　　’
｡一一i

一 一
電 一 “ 一

事 ＾ ■

一
一一 一　L

一’’’一
一　■一

’
■一■

一 一 一 一 一
一 ■ ．皿 ＾ 一

｝
小　　謙

一

口
計 14君。τ ／O舳　購m爾　君，螂　2目・纈　2■㈱　工・冨894島・丑

i■■一



（2）　　採用舌遷皇ミ彗等

　　　平成19年度人事委員会が実施した杉並区の採用選考等の実施状況は次のとおりである。

ア　指導室長・医堕

区　分 合格者数
■　I　一　■

指導室長 ○　　人

医師（課長級以上．） 3　　入
」 一　　■

計・ 3　　人

で　一一般職の任期句職員の採用選考

採用職信 採沼承認人数

係長職 ○　人

総括係長 ○　　人
L　’　’

一
0　　入

■　　一

統括課長． ○　　人．

一　’　■

一　’　一

部長級 ○　人

（3〕　管理．職選考

　　ア　受験資格及び選考方法

　　　（）　互類

　　　　　（受験資格）　要綱一で定める職種の職務に従事する人のう一ち、平成20年3月末日現在、

　　　　　　　　　　　年齢55歳未満で、主任主譲以上の在職期間が6年以士の人。

　　　　（選考方一法）　筆記考査（択一・記述■・論文）、…勤務評定、口頭試問、適性評定（技術のみ・）

　　　○　皿類

　　　　　（受験資格）　要綱で定める職種の職務に従事一一す’る人のう一ち、平成20年3月末日現在、

　　　　　　　　　　　年齢47歳以上56歳未溝で、総括係長の在職期間がユ年以上の人出

　　　　　（選考方法）　筆記考査（論文）、勤務評定、口頭試間

　　イ　実施状況（23区・特別区人事厚生事務組合・特別区競馬組合　東京二十三匿清掃一・部事

　　　　務組一合の合計）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人、％〕
1　一　一　　一一 ．　一■I

右欝緒数 申込者数 受験率
口頭試間 口頭試間

申込率
進出者数 進出率

合格者数 一合格率

＾ B yA c ○乃 D D／C 寵 圓／C

，I
■■

鰯 1君．oη τ6高 4．1 5直8 μo ，o呂 畠5一丁 94 165
■一　■■　■　I 一I　・■ 一■■■■■　■

技術互 789 9＝ 二宮．．3 ．60 6王9
j4
2彗3

Io …6．7

一一I■
■■一　一　　■　　　　』 一■一　一■一一‘一■I

1技梛 4目4 5畳 H3 雪2 5－f．工 呈4 43．8
lo
呂1書

類技術皿 1，394 34 呈．4 2： 丁94
8

里舅百 4 14．8

一■　■■　　一　■

技術講 2，6η 止君子 70 1I9
63日

30 303 24 20．2

計 21，354 9昌盲 45 68丁 H日 呈珊 書49 11呂 1丁2
一　一　一■

n　事務 1，O05 ！9ヨ 19高 1彗3 819 124 了看．．1 57 350

類　技術 211
40　190

33
82彗 呂 242 8 呈4－2



合計・

1，川　　239　三”　　196　高20　　13！　6－3　　65一目3。。2

22，5子O　l，1日4　畠．．3　　舳　榊O　　窩H　　420　　18話　20。。7

（4）　特碗転職選考

　　　一ア　受験資格及び選考方法

　　　　く受験資格）　日本国籍を右し、平成20年3月末日現在、年齢満55歳未満で、

　　　　　　　　　　r一般業務．」の職務に従事する人又は、一技能系職種に荏織し、専ら

　　　　　　　　　事務の業務に従事して一いると任命権者が認める人．

　　　　（選考カー法）　筆記考査（択一一一・作文）、勤務評定

　　イ　実施状況｛23区・特別区競馬組合の合計）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人 ％）

■■

■■

一㌧@　、■一
＝有資格者数

@＾

申込者数

@B
申込率

N／＾

受験者数

@C
受験率

B旭

合格者数

@d　■一■
謨ｪ　ま 麟 職　務

一■＝一

2

合格率

п^C

Q5．．O

繍 業務
70 ］2 171 8

日6．7

一　　一

一一自動車運転
2 1 500 1

1刮OO
1 Ioo．o

一■一一一■一一1一

技能I ボイラー・・技士 2 2 1ooo 2 1OOO 1 500

87 44 彗。．6 38 8石．壬 28 73．．了　■■

一一一

lo 6 600 6 1OOO 4
舶了

I一一■一一一

技能五 警備
9 3

3島3
3
lOO．O

3 1000

作業．I
31 H 355 Io 909 　7一　■　5 700一一’’？三．生

調理
8 τ 87．5 τ ユ。oo

■■・一一

d釦
用務

51 42
82．4

39
92．9 30

■I－

7畳．．9一■一’　■o．o

環境技能 王 o oo O o．．o

作業皿
23 535 I9 82．．6 一10 526　　43一　　■　■■■

@　一5
一　　I一■’一

技負甑 家庭奉仕
1o
粥．7

6 600 3 500

技能系討
259 …49 57．5 】31 8了．9 92 了。．2

合　　　計
329 1塔1 48．9 I3日 86．．ヨ 94 67．6■II

1

（注〕1

　　2

技能V及び技能Wは有資格者なし

特別区．競馬組合のr厩務」は、技能皿（作業I）として一葉話・



2　給与、勤務時間その他の勤務条件に関する報告及び勧告の状況

　平成．19年10月16日、23区。の各区議会議長及び区長に対し、一般職の特別区職員の給与等に一つい一て報告

及び勧告を行・った白

　その概要は次のとおり・である．

　（ユ）本年のポイー．ソト・

　　①職員給与と民間給与がほぼ均衡しているため、I類の初任給を除・き、月例給与の改定を一」見送り

　　　　1公民較差はヨ8円、O　O1％〕

　　②期末手当！勤勉手当（ポ・一ナー．ス）の引上．げ1．．o．．05月分一〕

　　③地域手当の支．給害蛤を、現行から！5％弓1き・一上．げ14．5％とし、給料月額を同率程度引下げ

　　　　〔初任給付近は引下一げを・緩和〕

　　④給与構造6改革

　　　．・地域手当め支給割合の見直し、給与カーブのフラット化等

　　⑤職員の意欲と能力を・高め、質の高い行政・サ・一ビスの提供を・図るための人事制度の整備

　　　　　平成19年1月以降、新た．な評価制度の運用が開始

　　　　　⇒給与処過への反映に加え、適材適所の任用管理、職員の主体的な能力開発と右磁由連携を図り、

　　　　　　機能の先案が必要．

　　　一・高度・複雑化する行政二一一・’．ズヘの対応、．人材供給構造の多様化に目を向け、採用チーヤ。ネール拡大の

　　　　検討

　　　・昇任選考制度…こっい一一で、昇任を一職員の重要なキャリアアップの節目として捉え人材育成の観点か

　　　　　ら昇任への意識付一け等を積極的に展開すべき

　　　・管理職選考の改正は、中堅職員への対志も必要、ヲ：一ヤレンジしやす一く、適切な能力実証が図れる

　　　　仕繰みについてI引き続き一検討

　　　・人材育成計画は総合的な人事一給与制度の重要な柱であり、さらなる充実に努めるべき

　（2〕職員の給制こ関サる報告（意見）一勧告

　①本年の給与改矧こっいてI

　　　ア　民間給与実態調査の内容（平成19皐4月）

イ　職員給与等実態調査の内寄〔平成19年4月）

ウ　公民比較の結果
’　　　　　一　　　一 I　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L　　」 一　　■　　■■一’一　1　　　　　　　　　　　　■1

・・一 Aく．；．・二． ．、∵鎮離頬I．
一＝一千7二I’＝0㌣一…

D葦．．．

■　　　　　　　一

月　例　給 較差

平均給与
434，OOO円 434，562円 38円

‘’L　　　　一

（o．ol％）
■■　　　　■　　　■一 I　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一」

特別船
年間支給月数

4．52月分 445月分 o07月分
■一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山。

象離類

434，OOO円

4．52月分

（注）職員．、民間従業員ともに本年度の新卒採用者は、含まれていない。



②改定の内容

　ア　遡域手当の支給割合の改定に伴う配分の見直し

　　1璃域手当の支．給割合の段階的引上げに伴い、本年は、15％引き上げ14．5％とし、給料月額を

同率程度引下げ（初任給付近は弓1下げを緩和）

行政職給料表く一）の初任給

@　　、∵廠；l1、．、、．一、一’㌻

　」

Cr，一

給料＝賄．
・一
E■＝＝・・

鼈鼈 一� ．l

P1王11義＝1∵布，二≡ll∴一�

　　’　’　一　■■�

類（大学卒程度）� 81，20G円（十2，ooo円）� 79，200円�
�　凹　■　一　一�

類（高校率程度〕� 43，ooo円（据置き）� 43，ooo円�
　■一■�

皿類は、境域手当算入後の水準で、民間と均衡

末手当1勤勉手・当

民間におけ・る特別給の支給状況、．人事院勧告や他の地方公共団体の動向を勘案し、年間の支給

月数をO05月分引上げく現行4－45月分→45月分）

増加分は、勤勉手当に割り振る

参考一2）モデルケー一一・スによる試算

　○ケース1　⇒係員（ユ級29号給）、年齢25歳、

　　　　　　　　扶養手当二無し、住層手当：有’り

ケー一一・．ス2 係長｛4級61号一緒）、年齢40歳、

扶養手当＝配偶者、子2人傲育加算無し）、住居手当二：有一り

，531千・

ケース3 課長く6級船号一緒）、年齢45歳、

扶養手当：配偶者、千一2人（教育一カ膜無し）、住居手当：痛一り

ケー．ス4 部長（8級5－7号給〕、年齢50歳、

扶養手当1配偶者、子2人（内教育加算1人）、住居手当1毛り



　〕二実施時期

　　　　改正一条例の公・市日の属’する月の翌月の初日｛公布日が月の初日一であると一き一は、その日〕から

　　　　実施

③給与構造あ改革

　ア　地域手当の支給割合

　　　・■国等との制度上．の均衡を図り、区．民に理解されやすい給与制度とする趣旨等から、平成20年

　　　　1月から14．．5％とする。

　・イ　給与力・一・・ブのフラット化

　　　　本年は、国や民間賃金の状況を踏まえ、エ類の初任給の引上げ等を・行う．

　　　　今後とも、民間賃金の動向を考慮しながら、中高齢層職貫と若年雇との世代間配分の是正に取

　　　　組む。

④その他
　ア　教育職1貫の給与制度

　　　　区1費負担の小学校教育職員及ぴ区が設置す一る中等教育学校の教育職員に適用される給与制度

　　　　は、東京都の教育職員との均衡を考慮して、改定す・るこ二とが適当

イ住居手当

　　　・特別区においても、国・や他の地カー公・共団体の動向を踏ま．え、検討が必要

（3）人事制露一 ﾎ務環第の整備等に関する報告（意見）

①職員の意欲と能力を高め、質の郡ヨ行政サ・一ビスの提供を図るための人事制度の整備

　　ア　能カー一美縷及び職責に基一づく人事管理の推進

　　　．平成19年工月以降、新たな評価制度の運用が開始、評価結果は、給与・処遇へ．の反映が図られ

　　　　　る。評価制度は、適材適所の任用管理や職員の主体的な能力開発と有機的な連携を図り、機能

　　　　　の充実が必要

　　イ　人材供給構造の多様化に対応した右為な人材の確保と活用

　　　・高度・複雑化す一る行政二一・ズヘの対応、職員構成の適正維持、組織濫力向上のため、拡大レた

　　　　　採用一チーヤネー．ルの活用が有効、さらに拡大の検討を推進。採用試験一では意欲と能力の勘〕．人．材を

　　　　　確保

　　　　　仕事の魅力や公務の一やりがい、特別区の先進的で特色ある施策の周知等アピール度の高いP　R

　　　　　浩一動をさらに充実

　ウ　組織を支える人材の育成と浩一用

　　　一一昇。任選考制度に一ついて一、昇。任を職員の重要なキャリ．アアップの節目とし一て一捉え人材育成の観点

　　　　　から昇任への意識付一け等を積極的に展開すべき

　　　・管理職選考一の改正は、中堅職員へ．の対応も必要、チー牛レーンジしやすく一、適切な能力実証が図れ

　　　　　・る仕組みについ’て一引き続き検討

　　　一・管理職に相応しい給与処遇や管理職の魅力一アツーブヘの取組みが必要

　．エ　人．材育成に関する取組．み・

　　　・人材育成には、職属ごとに必要とさ一利る殺害聖、能力を・示し、目標を一明らかにすることが必要。

　　　　　．人材育成計画は総合的な人事・給与制度の重要な柱となる計画であり、任命権者は、さらなる

　　　　　充実に努めるべき

②職員が安心し一て一職務に専念一でき、質の高い行政サービスの提供を図るための勤務環境の整備

　ア　ラ・1’フ．スタイルの変化、フー一ク・一・ライフ1バラーンス

　　　i一一公務能率・や組織業績の向上．に寄・与す・るワ・一ク・ライフ・バランスの考えカを踏まえた取綬みが



　　　　　　　　　必要
一一｝

@　　　イ　超過勤務の縮減等

　　　　　　　　　管理職員の勤務時間管塑、上限時間数の設定等具体的な取組みが進行。大幅な改善に至らず、

　　　　　　　　　さらに計画的か一っ効率的な業務管理と勤務時間管理が必要

　　　　　　ウ　心の健康（メンタルヘルスの推進）

　　　　　　　　・相談体繊一や産業医等との。ネットワー一クの構築を進め、心の疾病の予防と円滑な畷場復帰に努め

　　　　　　　　　・る必要

　　　　　③区尉こ信頼一される職．負としての憲一識改革の推進

　　　　　　ア　公務員．倫理

　　　　　　　　・特別区．職員によ。る不祥事は依然としで絶えない．職員一一・・人ひとりが公務員の自覚を新たにして
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
　　　　　　　　　職務に精励すべき。任命権者ぽ意識啓発、研修讐の充実に努めるべき

　　　　　④人事委員会の機能強化と変化への対応

　　　　　　ア　人事委員会の果たしてきた役割

　　　　　　　・本委．員会は、23特別区連・合方式で設蟹。共通して準拠し得る人事行政の基準設定と各・区一の自

　　　　　　　　　主的人事運営の必要性に配慮。安定性と継続性を持ち、時代の変化にも的確に対応

　　　　　イ　機能強化への社会的要請、今後の展望

　　　　　　　’本委員会は、効率的な運営を図りつつ、さらに機能強化と充実に努め、特別区の専門的な人事

　　　　　　　　　行政機関としての使命を桑たしていく所存



3　勤務条件に関一する措置の要求②状況

　平成19年度中における杉並区の措置要求の状況は、下記のとおりです。

前年度からの

p続件数＾

19年度

v求件数B

完結件数
C
翌年度継続

署煤@舳一C

@　一
』 ］ 1 O

一一

@■　一　■’　■　一

億　　　　　　考

4 不利益処分紀関す一る不般申立ての状況

平成19年度中におけ一る杉並区の不服申立ての状況は、下記のとおり一一です。

19年度

申立て件数B

皿　　一

■完結件数 翌年度継続

署煤@A＋B－C

備

一致B C

o o o

一一’■一一



杉並区職員自書2008

平成20年一12月発行

編集・発行杉並1区政策経営部職員課

　　　　　　〒！66－8570杉並区阿佐谷南一一丁一目15番1号一

　　　　　　TEL　　　（03）3312－21ユ1（イ七）

登録印刷物番号

20－0082

杉並区のホー・ムページでご覧になれます。http：／／㎜．city．suginam1．．t6kyo，jp

本紙は再生紙を使用しています。


